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要　　旨

　本稿は北海道内で暮らす社会的養護経験者の高等教育への進学や就学維持を支援について検討する研

究会の活動報告である。北海道内で社会的養護経験者のリービングケア，アフターケアに関わる支援者

などが参加するステーク・ホルダー・ミーティング（SHM）に加えて，支援を社会実装することを意識

し，中心的な関係機関の支援者や社会的養護経験者が参加するコア・チーム・ミーティング（CTM）が

開催された。2 つの研修会では北海道内の社会的養護経験者の進学や就学維持に関する現状と課題が報

告された他，米国で実践が重ねられてきた Fostering Higher Education の取り組みについて開発者である

Salazar 氏から報告が行われた。本稿では SHM で報告された内容と CTM での議論を紹介する。

キーワード：社会的養護　高等教育　進学・就学支援　北海道　フォスタリング・ハイヤー・エデュケー

ション

１．ワークショップ開催の意図と意義につい

て（井出）

　本稿は北海道大学大学院教育学研究院附属子ど

も発達臨床研究センター（以下，センター）の事

業としての，北海道で暮らす社会的養護児童の高

等教育への進学やその後の就学支援について考え

るワークショップ（以下，WS）に関する活動報

1 北海道大学大学院教育学研究院　准教授
2 北海道医療大学看護福祉学部　助教
3 社会福祉法人北翔会札幌乳児院
4 ワシントン州立大学バンクーバー校人間発達学部　准教授
5 特定非営利活動法人インターナショナル・フォスターケア・アライアンス　エグゼクティブ・ディレクター
6 特定非営利活動法人インターナショナル・フォスターケア・アライアンス　全国フォスターユース・ネットワーク マネジャー

実践報告

北海道における社会的養護経験者の高等教育への進学と就学支援を考える

　 米国の Fostering Higher Education に学ぶワークショップの報告 　

井出　智博1・片山　寛信2・安田　徹3
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告である。まず，本稿で紹介する WS を企画，開

催した背景にある問題を整理しておきたい。

　社会的養護とは保護者のない児童や，保護者に

監護させることが適当でない児童を，公的責任で

社会的に養育し，保護するとともに，養育に大き

な困難を抱える家庭への支援を行うことであり，

具体的な担い手として里親家庭や児童養護施設な

どの児童福祉施設がある。そこで暮らす子どもを

本稿では社会的養護児童と呼ぶが，彼 / 彼女らに

とって大学などの高等教育への進学，およびその

後の就学を維持することは非常に重要な意味を持

つとともに，様々な困難をはらんでいる。高等教

育に進学すること，あるいはそれ修了することだ

けが彼 / 彼女らが社会的養護を離れた後の適応的

な自立の条件になるわけではないが，家族の後ろ

盾がない中で社会に巣立っていかなければならな

い社会的養護児童にとっては，高等教育に進学す

ることによって資格や専門性を獲得することで就

労の選択肢が広がり，安定した収入を得る職に就

くことができる可能性が高まるといった経済的自

立における意味や，在学中に仲間や様々なおとな

のモデルに触れる機会を得ることによっておとな

時代を生きるためのつながりを得ることができる

という意味，あるいは高等教育を通じて自己効力

感を得たり，自己理解を深めキャリア形成が進み，

心理的安定や将来展望を得たりすることができる

という意味がある。特に 8割近い高校卒業者が高

等教育に進学する我が国の現状においては，その

後のキャリアを左右する重要な要素になり得る。

しかし，里親家庭で暮らす子どもの高等教育への

進学率は 58.0％，児童養護施設で暮らす子どもの

進学率に至っては 38.9％にとどまっており，一般

的な進学率との間に大きな差がみられる。加えて

ブリッジフォースマイル（2024）の調査によると，

進学後 2年の間に約 2割の進学者が中退している

ことが示されており，社会的養護児童の高等教育

の進学や就学維持には大きな課題があることが分

かる。こうしたことから WS では，特に北海道で

暮らす社会的養護児童の高等教育への進学，就学

状況を整理したうえで，Amy Salazar 氏からご自

身が開発し，米国で実践を重ねてこられた

Fostering Higher Education（以下，FHE）を紹介し

ていただき，北海道の社会的養護児童の高等教育

への進学と就学支援を考えることに取り組んだ。

　なお，WS は Salazar 氏が所属する Washington 

State University- Vancouver の協力を得て，日米の

社会的養護経験者（本稿では，社会的養護児童，

及び現在はすでに社会的養護を離れているが過去

に社会的養護を経験した方（以下，ケアリーバー）

を包括する語として用いる）によるユースアドボ

カシーに取り組むインターナショナル・フォス

ターケア・アライアンス（以下，IFCA）と当セン

ターが共催したものである。具体的には 2024 年

12月 6日に北海道内で社会的養護経験者の自立に

関わる支援機関の支援者などを参加者としたス

テーク・ホルダー・ミーティング（以下，SHM）

を開催（参加者；32名）し，12月 8日には支援を

社会実装することを意識したコア・チーム・ミー

ティング（以下，CTM）を開催したが，本稿では

SHM の中で提供された内容を各章ごとにまとめて

紹介するとともに社会的養護経験者も参加して行

われた CTM での議論の一部も紹介する（以下，

各章が研修時のテーマ，章題の後の（　）内に

SHM の際の講演者・当該章の担当筆者を示す）。

２．インターナショナル・フォスターケア・

アライアンスについて（粟津）

（1）団体設立の背景

　IFCA7 は，現在の団体代表者である筆者（粟津）

と，他のふたりの米国在住のソーシャルワーカー

によって，2012 年に設立された。当時は，「米国

と日本の児童福祉の架け橋をつくる」というス

ローガンのもとに，すでに法人格を取得していた

米国の IFCA と，日本ではまだ任意団体だった

IFCA-Japan が連携して活動をスタートした。そ

7 IFCA の web サイト：https://ifcajapan.org/index.php
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の後，2019 年に IFCA-Japan が特定非営利活動

法人になったのをきっかけに，日米両国の IFCA

は全ての子どもと若者が愛され，支えられ，自身

の可能性を最大限に発揮できる社会の実現を目指

すというビジョン，国を超えた，多様な考えの交

流，協働，つながりづくりを通して，子ども家庭

福祉のシステムを前進させるというミッションを

共有した。そのうえで団体の創設者たちは，社会

的養護が改善されるためには，制度を生き抜いた

当事者ユースというその道の『専門家』の声と参

画，そして子どもの日々のケアにあたる養育者同

士が連携できる環境と，エビデンスに基づいた児

童福祉専門職トレーニングが不可欠であると考え，

IFCA は団体独自の 3つの事業を構築した（図 1）。

図 1　IFCA の事業の 3つの柱

（2）IFCA の３つの事業

 1）ユース・プログラム（施設や里親家庭を経験

した若者たちのための事業）

　日本では毎年，2 千人あまりの若者たちが児童

養護施設や里親家庭を離れて自立する。IFCA で

は，移行期にあるこうした若者たちを「フォスター

ユース」または「ユース」と呼び，かれらが孤立

することなく，社会的養護の経験者という共通項

でつながる仲間と安心して活動できる場を作りた

いと考え，移行期に重要なスキルと知識，世界的

な視野を持って生きるための機会を提供してきた。

　IFCA は 2013 年に日本とアメリカのフォスター

ユースのグループを結成し，かれらがお互いの国

を訪ねて交流できるプログラムを立ち上げ，それ

以来，日米のユースたちは，自分の声を社会に向

かって発信するさまざまな活動を継続してきた。

日米のユースメンバーは，現在までに 50 回以上

のイベントを主催・共催し，6,000 人以上の聴衆に，

自らのストーリーと意見を届け，約 25 回実施し

た海外プログラムには，約 80 名の日米の若者た

ちが参加した。

　現在では，北海道から九州まで 5つの地域チー

ムを形成して，17 歳から 27 歳までのユースが伴

走者の大人（サポーティブ・アダルト）とともに，

子どもの権利擁護と自立支援制度の改善のために

日々，活動しており，こうした活動を基に，日本
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でも「ユースボイスの重要性，当事者参画が社会

に与える影響力」が理解されるようになってきて

いる。

 2）ケアギバー・プログラム（里親など養育者の

ための事業）

　日本では要保護児童の 8割近くが施設で暮らし

ており，他の先進国と比較すると，施設養育の利

用率は現在でも非常に高く，里親の数を増やし，

子どもを家庭的な環境に移すことがここ 15 年来

の喫緊の課題であった。その課題は，現時点では

解決を見ていないだけでなく，最近の調査では，

8割の里親が「子どもの養育に困難を感じている」

と訴え，4 人にひとりの里親が難しい養育の結果

「措置解除」を経験していることがわかっている。

委託後 1年未満で里親としての養育を断念してし

まう里親の数も同じく，4 人にひとりという統計

がある。IFCA が目指すのは，地域の里親や養親

が連携し，安全な子育てができる環境である。

2018 年に，日本に新しい里親家族支援の仕組み

を築くために“モッキンバード・ファミリー TM”

というプログラムの導入を開始した。これは，地

域のベテラン里親とその家族につながる 6 から

10 の家庭をひとつのグループとし，その中で定

期的は交流や子どものレスパイトを行い，さらに

それを地域の専門機関が支えるという重層的な養

育者支援である。少数のパイロット・プロジェク

トとして開始したこのプログラムは，現在では札

幌市，栃木県，東京都，福岡市の 4箇所で実践さ

れている。

　定期的なレスパイトや緊密な関係性づくりによ

り，養育の質は改善され，里親は「支えられてい

るし，自分も他の里親を支えている」という感覚

を常に持つことができ，里親業を離れる人はいな

いだけでなく，このモデルそのものが新規の里親

リクルートにつながっている。地域の重層的な養

育者支援が児童相談所や他の機関へのアクセスを

スムーズにし，子どもたちの情緒や行動にポジ

ティブな変化が顕著に現れている。

 3）プロフェッショナル・プログラム（児童福祉

の仕事に携わる専門職のための事業）

　IFCA は，日本とアメリカの子ども家庭福祉の

専門職がお互いの知識や経験を生かした交流と協

働を推進できるよう，プロジェクトの構想，計画

および経済的支援を行い，子どもや家族に最良の

サービスを提供してきた。IFCA は，虐待を受け

た子どもの心的外傷後ストレス症候群の発病率が

4 割で，その社会的コストは 1 兆 6 千万円という

データに着目し，2012 年，トラウマフォーカス

ト認知行動療法（以下，TF-CBT）の日本への導

入を開始した。その年，米国のTF-CBT公式トレー

ナーが来日し約 120 名の心理職に入門トレーニン

グを行ったのを皮切りに，数年間で全国各地で

ワークショップを開催し，その受講生は 400 名を

超えている。2018 年からは，米国講師のみでなく，

日本でトレーナーとして資格所得した IFCA の臨

床ディレクターらが中心となって地域に根ざした

TF-CBT 拡充活動を展開している。

（3）これからの IFCA

　米国 IFCA は，日本の社会的養護に知識とイン

スピレーションを与える重要な役割を果たしてき

た。これからは，世界の他の国々との連携と協働

を通じた事業の拡大を計画している。それに対し

IFCA-Japan は，団体メンバーと事業受益者が年々

増加しているだけでなく，昨年度からは会員制度

が始まり，支援者の数も増加している。本報告に

ある FHE のような関係性を通じた移行期の当事

者支援には，意識の転換と経験豊かな人材が必要

である。新しいアイデアと方法を常に模索・実践

してきた IFCA だからこそ，こういった最先端の

プログラムを推進する役目があると自負している。

３．日本・北海道の社会的養護の現状（安田）

　こども基本法は，令和 4年 6月に成立し，令和

5 年 4 月に施行された。このことにより，従来，

18 歳までとされていた子ども家庭福祉における

子どもの定義は，今後は年齢によりこども施策を
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区切らないということになった。同法では，「こ

ども」を「心身の成長の段階にある人」とし，一

律に年齢で区切り必要なサポートが途切れてしま

わないよう，こども施策の対象とするという前提

をまず共有しておきたい。

　日本全体で社会的養護の生活を担う場とされる

のは，家庭養護と施設養護に分けられ，家庭養護

は里親家庭やファミリーホームを指す。「社会的

養護の推進に向けて」（こども家庭庁，2024）のデー

タをもとに全国の家庭養護と施設養護の割合を比

較すると施設養護の方が約 4倍であった。同様に

北海道の割合を算出すると，施設養護が家庭養護

の約 2倍であり，北海道内では全国平均に比べ家

庭養護の推進が進んでいる状況にある。

　ところで，日本において児童虐待の件数が増加

の一途をたどっていることは知られているところ

だが，後に話題とする「被虐待体験がありながら

も今まで公的支援につながらなかった者」はどの

程度いるのだろうか。その数を正確に知ることは

困難だが，「社会的養護の推進に向けて」（こども

家庭庁，2024）をもとに全国アフターケア事業所

ネットワーク“えんじゅ”で共有された資料では，

令和 3 年度児童虐待相談対応件数 207,660 件，児

童虐待を要因として一時保護されたが同年度中に

一時保護を解除した件数 27310 件，虐待を主訴と

して施設入所された件数 4,421 件（児童虐待以外

も含む施設入所等件数 9,110 件と示されている。

この件数から，一時保護した児童のうち施設入所

等（里親を含む）の措置とならず家庭へ戻り生活

してきた者の割合を算出しようとした時，施設入

所件数の約 3～ 6倍の子どもが，虐待により一時

保護された後に家庭に戻っていると推察できる。

同様に別のデータから“えんじゅ”で共有された

資料も紹介する。長期間虐待を受けた経験があり

ながらも，社会的養護に入らずに地域で暮らして

いる人は，全国で最低でも 11.3 万人ほどいると

考えられる（法務総合研究所，2020）。

　ケアリーバーの困難さを示すデータとして，

①大学進学率が一般家庭の半分以下であること，

②就職者の二人に一人が非正規雇用で働いている

こと，③高校卒業後の就職者のうち二人に一人が

3 年以内に離職していること，④生活保護受給率

が同世代の 18 倍にも及ぶことが挙げられる（永

野・有村，2014）。筆者（安田）は北海道内の生

活困窮者支援やホームレス支援団体のスタッフの

話として「生活保護を受ける手前で地域のセーフ

ティーネットに触れる若者たちが近年非常に多く

なってきている」，「一昔前は，ホームレス支援活

動の中では高齢者と接することがほとんどだった

が，今は若者たち特有の接し方を学ぶ必要がある」

という話をうかがう機会があった。このような北

海道内の実践者たちの実感は，先に述べた全国的

なデータと同様の状況が北海道内にもあることを

示唆するものであると言えるだろう。

　これらのように，社会的養護経験者はもちろん

のこと，被虐待経験，あるいは児童期逆境体験を

有しながらも公的な支援につながらなかった方た

ちは自立生活上の困難を抱えており，近年は両者

を包摂するような研究や実践の必要性が高まって

きている。

４．北海道の社会的養護児童のその後　－パー

マネンシー保障と就学に伴う移動－（井出）

　北海道は広大な面積を有し，道内は 14 の総合

振興局・振興局に区分されている。各振興局管内

には振興局が所在する中核都市があるが，実際に

は人口が札幌都市圏に集中する傾向にある。これ

は社会的養護経験者についても同様の状況があり，

多くの社会的養護経験者が就労や進学のためにそ

れまでケアを受けていた地域を離れて生活する実

情がある（表 1；井出，2023）。社会的養護経験

者にとってパーマネンシーの保障，すなわち養育

者との関係を維持したり，慣れ親しんだ環境を離

れることなく暮らし続けたりすることができるこ

とが重要な課題となっているが，北海道の地方で

ケアを受けてきた社会的養護経験者にとっては，

高等教育に進学することはパーマネンシー保障が

困難になる可能性を含んでいるため，高等教育へ

の進学や就労維持を支援するための方略は国内の
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他地域と比べても重要な意味を持つと言える。

５．社会的養護自立支援事業と社会的養護自

立支援拠点事業について（安田）

　「社会的養護自立支援業」（以下，自立支援事業）

は，平成 29 年 3 月 31 日の厚生労働省通知（雇児

発 0331 第 10 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局

長通知）により開始された。自立支援事業実施要

綱では，「里親等への委託や児童養護施設への施

設入所措置を受けていた者で 18 歳（措置延長の

場合は 20 歳）到達により措置解除された者のう

ち，自立のために支援を継続して行うことが適当

な場合について，22 歳に達する日の属する年度

の末日まで，個々の状況に応じて引き続き必要な

支援を実施することなどにより，将来の自立に結

び付けることを目的とする」とされている。一方，

「社会的養護自立支援拠点事業」（以下，拠点事業）

は，令和 6 年 3 月 30 日のこども家庭庁通知（こ

支家第 183 号こども家庭庁支援局長通知）により

開始された。拠点事業の実施要綱では，社会的養

護経験者等の孤立を防ぎ，必要な支援につなぐた

め，相互の交流を行う場を開設し，必要な情報の

提供，相談及び助言並びにこれらの者の支援に関

連する関係機関との連絡調整を行うとともに，こ

れらの者が帰省先を失っている場合等において，

将来の自立に結び付けることを目的とする」とさ

れている。

　この 2つの事業は，令和 4年度改正児童福祉法

を受けて切り替わってきたものであり，その内容

の違いを含めて実態と併せて紹介する。令和 6年

度から施行された同法により，令和 5年度まで北

海道で実施されてきた自立支援事業では，筆者（安

田）は支援コーディネーター業務に携わってきた。

この事業は，社会的養護施設等が担うアフターケ

ア以外に，地域のマンパワー（支援コーディネー

ター・生活相談支援相談員・就労相談支援相談員

など）を増やすという側面が一つある。またもう

一つの側面に，施設等の継続支援を要する場合に

施設等が支援体制を築けるように費用面を手当す

るということがある。簡単に説明すると，この 2

本立ての構成となる事業だった。令和 6年度から

は，この地域のマンパワー増員にあたる部分を拠

点事業へ移行し，施設の継続支援費にあたる部分

は別の仕組み（児童自立生活援助事業）へ再編成

されたという変化があったということだった。そ

して今まで対象とされていなかった，「虐待経験

がありながらもこれまで公的支援につながらな

かった者等」（社会的養護経験者等）も，対象者

に含まれた。

　すなわち，従来の自立支援事業は，地域のマン

パワーと施設等への費用（住環境・生活支援・提

供する職員体制への公的費用）がそれぞれあり，

支援コーディネーターが作成する計画内容に必要

性を位置付けることで若者たちへ提供される土俵

に乗るという仕組みであった。そのため，支援コー

ディネーターが若者本人と面談した内容をもとに

必要なサポートをピックアップして地域のサポー

ターと繋ぎ合わせることで，22 歳になった年度

末までの期間を上限として若者本人へ必要な支援

が行き届くようにしていく事業となっていた。ま

表 1　進学者の居住地域の変遷
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た施設入所しなかった若者は対象外であった。北

海道では 2024 年度の 4 月からこの事業が拠点事

業に切り替わったため，「拠点」に地域のマンパ

ワーを集約して，施設入所を経験しなかった若者

も対象に含めて，相互交流・相談支援・緊急避難

的住まい・機関連携の 4 機能を提供するという，

包括的な取り組み方ができるように変更された。

しかし，札幌市では拠点事業への切り替えは行わ

れておらず，北海道の状況としては，まだ移行段

階にあるということになる。そして再編成となっ

た児童自立生活援助事業の中に，先述した施設等

の継続支援体制が含まれ，北海道・札幌市共に既

に実施されているということとなる。日本全国で

見ると，拠点事業は各都道府県が必ず実施してい

るものではなく，できる地域から始まっていると

いう現状でもある。

　筆者が関わってきた若者たちは，児童養護施設

に入所していた若者が 8割を超えた。一方で，児

童自立援助ホームや里親家庭のケースは年々増加

傾向であったものの，事業の情報自体が周知しき

れていない背景もあり，若者たちと直接面談をす

るという局面を迎えることが難しいところがあっ

た。措置解除時の進路状況は，進学者が約 3 割，

就職者が約 7割弱であり，全国データとほぼ変わ

らない数値だった。進学者の内訳をみると，大学

4割，短大 1割，専門学校 5割弱だった。

　次に，北海道内の主に都市部へ進学者が集まり

やすい傾向について，背景を交えて紹介する。政

令指定都市である札幌市周辺には大学や専門学校

が多く存在しているため転居先として多くなり，

次いで旭川市も同じ理由で多い。これらの傾向は，

出身施設等が札幌市近郊だった場合，高等教育進

学後の新生活においても距離的に大きく離れるこ

となく進学するため，出身施設に顔を出す等の交

流はもちやすい。一方で，もともと札幌市内で生

活していた者が遠方の施設等（胆振・日高・後志・

空知など）へ措置入所した経過があるケースも少

なくなく，施設入所数の 3割～ 5割程度となる実

態もある。これらのケースにおいては，地元へ戻

る傾向が必然的に高くなり，出身施設等に信頼し

てきた大人がいた場合であっても，進学後には距

離が遠く，気軽に頼れる先にはなりにくいという，

今までの信頼できる人とのつながりが途切れやす

いという現実がある。

　広大な北海道において，進学や就職など様々な

事情に合わせて住む地域を変えていくことは，同

時に今まで関わり合ってきた人との繋がりが途切

れてしまいやすいことを意味する。この生活環境

の変化は，決して社会的養護経験者のみに発生す

る訳でなく，また例え社会的養護経験者であるか

らといって自分の意志で生活環境を大きく変える

ことは何ら咎められるものでもない。しかし，前

述したように進学や就職を目的とした転居に迫ら

れ遠方に移動していくことは，もともと自ら望み

施設がある地域へ移り住んだ訳ではなかった者が

高校生となり次の進路選択をする時期を迎えると，

限られた選択肢の中から大きな変化を決断せざる

を得ない状況に立たされるとも言える。そして，

自ら自立に向かって力をつけていく必要性によっ

て直面する「今まで信頼してきた大人との繋がり」

が途絶えやすい局面を迎え，一般的な感覚とかけ

離れた大きなストレスを丸抱えするという，いわ

ば“自立”というより“孤立”に向かう分岐点に

なってしまってはいないだろうか。

６．北海道の社会的養護経験者の暮らしと必

要な支援（安田）

　ここでは，限られた選択肢の中から自らの進路

を決め，信頼してきた存在から距離的に遠く離れ

て新たな地域での生活をスタートしていく北海道

の社会的養護経験者の暮らしと，具体的に必要な

支援はどのようなものがあるのかを幾つかの視点

から論じたい。

　筆者が関わってきた北海道内の高等教育へ進学

する社会的養護経験者たちが，高校卒業時前後に

自覚する自立課題として多かったのは，第一に「仕

事の継続・充実」であり，就職者はもちろん進学

者においても学業と並行してアルバイトを頑張り

生活費を賄わなければならないため，多くのケア
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リーバーが課題意識を持っていた。次いで「生活

費のやり繰り」であり，児童期に経験を積み重ね

にくかった金銭管理に不安を抱きやすい傾向がみ

られた。さらに卒業まで至るかの不安，自身の財

産の管理に関する不安，社会的な手続きに関する

不安などが見られた。その他，少数ではあるが，「家

族との関係性」，「精神的安定」，「コミュニケーショ

ン」，「生活技術（掃除・洗濯・調理）」について

の課題意識を持つ者もみられた。進学者において

課題を自覚する割合が多かった項目の共通点は，

未経験な未来に対する不安や課題意識であり，北

海道の社会的養護経験者はそれまでの暮らしを離

れ，未体験な出来事を自分一人で抱えていかなけ

ればならない不安を抱えていると言える。

　こうした中，自立支援事業の開始により，高校

卒業後も施設職員や里親からの継続支援を得られ

やすくなったという良い効果が生じているケース

が増加しているが，①身近に頼れる存在が希薄に

なる，②中途退学，③住まいを失うという事態が

生じてしまうと，彼らの暮らしは危機的な状況に

陥る。①身近に頼れる存在が希薄になる背景には，

出身施設から遠方の進路が選択される中で SOS

が発信されず，あるいは発信されてもそれを

キャッチすることが難しいという実状がある。次

に②の中途退学の背景には，学業以外のこと（ギャ

ンブル，付き合っている人，アルバイトなど）に

依存し過ぎたことで単位が取得できなくなったり，

学校の人間関係につまづいたりすること，あるい

は引きこもりがちな生活になるという実状がある。

最後に③住まいを失う背景には，貯金が尽きたり，

誰にも相談せず問題を先送りし自力で解決できな

い段階に陥ってしまうということなどがあった。

　こうしたエピソードから「支援者の不在」，「帰

省先のなさ」，「資金不足」，「保証人の不在」，「ア

ンバランスさ，」「リカバリーする力の弱さ」，「ス

トレス耐性の低さ」，「自己調整の未熟さ」，「メン

タル不調」，「人間関係構築の苦手さ」，「受援力の

弱さ」といった課題が浮かび上がってくる。こう

した危機的状況を後から知った筆者が本人と話を

してみると，彼らが決して支援を望まなかった訳

ではなく，「いつ相談すれば良いのか分からなかっ

た」言葉を耳にすることが少なくなかった。

　では，彼らが社会的養護を離れる前に私たちは

何ができたのだろうか。筆者は経験に基づいて彼

らが社会的養護を離れる際の心性を 3つに類型化

した。ひとつめは自分のことは全て自分で決める

ので困ったことがあれば自分の判断で周囲をうま

く頼る自信があるという「仲間重視タイプ」であ

る。2 つ目は頼れる家族・親族を近くで感じてい

る「家族重視タイプ」，3 つ目は自分の身に何が

起こるか分からない，誰を頼っていいか分からな

いと感じている「不安優位タイプ」である。この

類型化には社会的養護を離れる前に自身が確認で

きている「今後の支援の明確さ」の違いが大きく

影響している。すなわち，社会的養護経験者にとっ

ては，彼らが社会的養護を離れる前にその後に得

られるサポート内容についての情報を得て，「今

後の生活で何かあったらこの人を頼ろう」と自己

選択できることが重要である。一方，制度やサポー

ト情報を知っていても自分には活用する資格はな

い，活用してはいけない等の遠慮が先に立つ社会

的養護経験者や，“おとなになってまで支援して

もらわなければならない自分”を自認したくない

と強い抵抗を示す社会的養護経験者も少なくな

かった。

　こうした社会的養護経験者が安定した生活を送

ることができるようになった頃に話をすると，彼

らが社会生活を渡り歩いていく力を身につけてい

ることに気づかされる。彼らがそこまで生きてき

た過程に身近で関わり続けてくれる存在，さりげ

なく相互に拠り所となる関係性を築いている存在

があることが重要だと考えている。“自立”とは

上手に周囲と頼り合いながら自分の足で人生を歩

んでいくことであり，“孤立”しないためには本

人が「身近な拠り所となる存在」を実感できてい

ることが重要である。井出・佐藤（2023）に示さ

れているように，社会的養護経験者自身は自立に

際して主体的に“自分”を生きていくことができ

るようになる支援を重視，あるいは期待している。
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７．社会的養護経験者の高等教育への進学・

就学維持の現状と課題（片山）

　社会的養護児童の高等教育への進学率は，児童

養護施設で 20.9％，里親委託児童で 34.2％であり，

全高卒生の 57.0% と比較して低い状況にある（こ

ども家庭庁，2024）。この課題に関する対応の１

つとして，社会的養護児童への給付型の奨学金の

充実が図られている。例えば日本学生支援機構で

は，「高等教育の修学支援新制度」として，社会的

養護を必要とする者を対象とした，給付型の奨学

金枠を設定している。さらに，全国児童養護施設

協議会では，「就学・就職等に係る奨学金等各種支

援制度等一覧」をホームページで発信している。

他にも，「こども家庭庁の補助金を受け，有識者等

のアドバイスを受けながら，社会的養護を経験し

たメンバーが中心となり，作成している」，『社会

的養護経験者向け情報ウェブサイト Iris』をはじ

め，奨学金等の情報を発信するサイトが増加して

いる。また，社会的養護関係施設等への措置に関

する年齢制限の撤廃などの対策が講じられ，徐々

にではあるが，社会的養護児の進学率は向上して

きている（図 2）。しかし先述の通り，全高卒者と

比較すると，通学率は未だ低いのが現状である。

図 2　社会的養護児童・全高卒者の高等教育への進学率の推移（こども家庭庁，2024）

　平松（2017）は，社会的養護児が進学を希望す

る動機となる要因の１つとして，措置中の人との

出会いが関係していることを示し，さらに，「実

践的な経験の場を提供したり，児童養護施設退所

者の様々な進路を紹介したりすることにより，そ

の支援が進路を考える契機」となるとしている（平

松・堅田，2020）。また，永野（2012）は社会的

養護児童の進学意欲は，一般的な向上心に加えて，

自身の育ちの中から進学の目標をもつことである

と指摘している。すなわち，社会的養護児童には，

自身の進学が具体的な可能性としてイメージでき

るような機会が必要なのである。具体的には，な

るべく日常に近い状況で大学の雰囲気や大学で学

べる内容についての実践的な体験，大学教員との

対話やロールモデルとなる大学生との交流の機会

をベースとした進路を考える機会が考えられるが，

その際，社会的養護児童が安心安全に参加できる

環境の中での取り組みが必要である。

　社会的養護児童の高等教育に関わる課題は，低

い進学率に関することだけではなく，就学維持に

も課題があることが明らかになっている。松本ら

が実施した『児童養護施設等への入所措置や里親

委託等が解除された者の実態把握に関する全国調

査』（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング，

2021）の「最終学歴…卒業等の状況」の項目にお

いて，中退率が 4年制大学では 11.8％という割合
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であることが示されている。他にも，ブリッジ

フォースマイル（2024）の調査結果においては，

4 年制大学進学者は，1 年 3 ヶ月で 16.4％が，2

年 3 ヶ月で 17.3% が中退していることが明らか

になっている。データの収集方法が異なるため，

単純な比較はできないことに留意する必要はある

が，これらは，文部科学省（2024）が示している

全国の国公私立大学 (短期大学を含む )及び高等

専門学校の中退率 2.10% と比較すると，その中

退率の高さがわかる。また，中退の要因としては，

学習意欲低下が 58.7% やメンタル不調が 35.0%

とされ，経済問題の 16.8% と比較して高い割合

であることが示されている。同調査では中退後の

状況について，「正社員・正規公務員として就労

中の人の割合は，進学先を卒業した人は半数以上

の 53.3％」であることに対し，「中退した人は

15.4% と大きな差」が見られ，「一般的には不安

定雇用と言われる派遣・契約社員・パート等の割

合が 45.6％と高く，また，無職の割合が 14.0％」

となっており，中退後においても不安定な状況が

あることを指摘している（ブリッジフォースマイ

ル，2024）。

　進学先である高等教育側のサポート体制につい

て，全国の大学の学生支援に関する調査（上田，

2021）では，金銭面のサポートだけではなく，学

生生活上の悩みの相談や，将来へ向けたビジョン

を一緒に考えてくれるような関わりや，学生の不

安を受け止め，寄り添い，共に考えてくれる場や

人間関係が学内にあることが重要であることが示

されている。一方で個別に連絡や相談がない状態

で入学をした場合，高等教育機関の教職員は個々

の学生について社会的養護児童と気づくことはな

く，大きな問題が起こってから知ることが多い。

在籍していた児童養護施設の職員も，高等教育機

関の相談の窓口が不明瞭であり，連絡を躊躇した

結果，対応が後手に回り修復困難な状態になり中

退を引き起こしてしまうという指摘（藪，2024）

もある。

　高等教育を受け卒業することは，雇用の選択肢

や生涯賃金に影響があるだけではなく，自分が興

味を持ったことを深く学ぶ機会や，新たな人間関

係との出会いにもなる。社会的養護児は，措置解

除後も多様な生きづらさと共に生きている。高等

教育への進学について，自分自身で決定できるだ

けの情報や，就学後も伴走することが可能な複数

の相談相手，また就学維持に関する社会的養護と

高等教育機関との過不足ない連携が重要であると

考えられる。 

８．FHE について（Salazar・岡田）

　社会的養護の経験を持つ若者が中等後教育の目

標を達成するための方法のひとつに，フォスタリ

ング・ハイヤー・エデュケーション（FHE）プロ

グラムがある。FHE は，Amy Salazar と Kevin 

Haggerty によって考案された，社会的養護を経験

した若者のための中等後教育機関への進学・就学

支援プログラムである。ここでは特に高等教育を

想定して論を進めるが，FHE は，高校の後期（2

年生の後期以降～高等教育課程に入学する前）か

ら高等教育課程の最初の学期くらいまでの最低 2

年間，若者に提供されるように設計されている。

FHE に参加することで学生は高等教育進学に向

けた準備，進路選択，出願，入学のサポートを通

じて進学支援を受け，高等教育という新しい環境

に適応するための支援を受けることができる。

　FHE は ①高等教育進学に向けた目標，計画と

行動の手順，②高等教育の落とし穴トップ 6，③

メンターシップという 3つの主要な要素から構成

されている（表 2）。①と②は専門の教育アドボ

ケート（以下，EA）によって実施され，③はメ

ンターコーディネーター（以下，MC）によって

マネジメントされる。
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表 2　FHE の構成要素

構成要素①：高等教育進学に向けた目標，計画と行動の手順では，EA が若者と協力し，高等教育に

進学する目標を明確にし，その目標を達成するために必要な課題を特定し，その課題を完了するた

めの体系的な方法を整理する。EA は，この構成要素を実施するためにプログラム期間中の 2 年間，

少なくとも月に 1回，若者と継続的に面接を重ねる。

構成要素②：高等教育の落とし穴トップ 6 は，科学的に高等教育修了の妨げになることが知られて

いる 6 つの要因（睡眠，ストレス／メンタルヘルス，身体的健康／病気になること，人間関係，経

済的課題，アルコールと薬物の誤用）を中心に，教育と準備を提供するカリキュラムである。EA は

2 ～ 3 ヶ月に一度，各カリキュラムを提供する。高等教育に進学する前までに全カリキュラムを行い，

若者が高等教育に進学した後に再びカリキュラムを実施する。

構成要素③：FHE メンターシップでは，若者と高等教育修了後の経験を持つメンターとのパートナー

シップを構築する。このメンターは，すでに若者にとって既知の人（以下，自然なメンター）であ

る場合もあるが，自然なメンターがいない場合は FHE の MC が募集した地域の人がメンターとなる。

若者とメンターは，少なくとも月に 5時間共に過ごし，関係を築き，「学業」「高等教育に関する活動・

課外活動」「社会的支援」，「職業探求・準備」，「楽しみ」の 5つのカテゴリーに分類される活動を行う。

1 対 1 の活動に加え，メンターと若者のペアは年に何度も集まり，グループでのメンター活動に参加

する。これは，他の進学に関心のある若者や，進学に成功した大人たちとの社会的ネットワークを

築く機会を若者に与えることを意図したものである。

　FHE のすべての構成要素で鍵となるのは，人

間関係の構築である。National Scientific Council 

on the Developing Child（2015）が行った研究に

よると，思いやりのある大人が一人でもいること

は，レジリエンスを育み，成人期に成功するため

の重要な保護要因となる。FHE では，EA，MC，

メンター，プログラムに参加する他の若者やメン

ターとの有意義なつながりによって，若者が支援

的な大人とのネットワークを構築することができ

る。

　FHE 詳細については，Salazar ら（2016）を参

照してほしい。

９．ステーク・ホルダー・ミーティング（SHM）

参加者の感想とコア・チーム・ミーティン

グ（CTM）の概要（井出）

　ここまで研修時内容を紹介したが，本章では

SHM の際に参加者に回答を依頼した事後アン

ケートの回答内容を紹介したい。

　本稿で紹介したような研修の内容についての満

足度について，「1 全く満足できなかった」から「7 　

非常に満足した」の 7件法で回答を求めたところ，

回答の平均値は 6.0（SD=1.21）であり，高い満

足度が得られた。また，米国で進められてきた取

り組みとしての FHE に対する理解について「1 

全く理解できなかった」から「7 非常によく理解

できた」の 7件法で回答を求めたところ，回答の

平均値は 6.1（SD=0.93）であり，本研究会を通

して米国で実践されてきた FHE への理解が進ん

だことが示唆された。一方，それぞれの参加者が

今後 FHE を実施していくかに関連する質問とし

て，研修会の内容や資料が各所属機関で FHE に

取り組むのに役立つかという質問（「1 全く役立

たない」から「7 非常に役立つ」という 7 件法）

に対して回答の平均値が 5.8（SD=1.05）であった

のに対して，所属する組織が FHE を実施するの

に適しているかという質問（「1 全く適していな
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い」から「7 非常に適している」という 7 件法）

に対して回答の平均値が 4.0（SD=1.96）と低い値

を示した。こうしたことから，研修全般に対する

満足度や FHE への理解度については一定の肯定

的な評価を得たが，社会実装に向けては課題が残

されたことが示唆された。この点について，自由

記述では FHE による支援を通して提供される「継

続的な関わりが孤立感を軽減できる」という記述

に代表されるようにメンターやそれを取り巻く

MC，EC といった服装的なサポート体制による

伴走型の支援体制が構築されることで孤立を防ぐ

こと，孤立感を軽減させることへの期待が高いこ

とが示されていた一方で，「身近な支援者が EA

となる必要がある」「それぞれの役割を明確に説

明しておかないと若者が混乱する」といったよう

に当事者にとっては有意義な取り組みとなり得る

が，それをどう提供するかというシステム上の課

題の克服が社会実装に向けたポイントとなること

が示唆された。

　一連の研究会として，12 月 8 日には支援を社

会実装することを意識し，北海道内の社会的養護

経験者やすでに様々な形で社会的養護経験者の

リービングケアやアフターケアに関わってきた方

たち数名を参加者とし，FHE を参考にした社会

的養護経験者の高等教育機関への進学や就学支援

を社会実装することを目指すための CTM を開催

した。CTM では SHM で整理された北海道の社

会的養護経験者の自立，あるいは高等教育への進

学をめぐる現状と課題，Salazar 氏から報告され

た FHE の内容をもとに，当事者である社会的養

護経験者と支援者が北海道内で高等教育に進学す

る社会的養護経験者をサポートする体制を整備し

ていくために何ができるかについて具体的に検討

を行った。紙面の都合上，詳細については省略す

るが，支援者からは支援機関の役割の範囲で，あ

るいはそれを拡大することによってどの機関がど

のような役割を担うことができるかについて，機

関間の連携を含めた議論が提示された。当事者か

らは当事者から見た高等教育への進学，あるいは

就学維持の困難さに加え，どのような人がメン

ター，あるいは MC や EA を務めることが望まし

いかについての意見が出された。

10．まとめ　－今後の展望－（井出）

　本稿で取り上げたように社会的養護経験者に

とって高等教育への進学，および就学維持は重要，

かつ困難を伴う課題である。しかし，それは社会

的養護経験者に限られず，保護されるには至らな

かったものの児童期逆境体験を有する若者たちな

どにも共通するものである。

　当センターでは地域的な課題について，大学と

地域の専門機関，あるいは当事者が連携，協働し

ながら実践的な研究に取り組むことに取り組んで

きた。2025 年度，我々は北海道大学大学院教育

学研究院附属子ども発達臨床研究センターに研究

プロジェクトを立ち上げ，FHE を参照しながら

北海道内の高等教育機関への進学，就学維持を目

指す若者へのサポートについて実践研究を展開す

る計画である。このプロジェクトでは，道内の大

学や施設や里親家庭などの代替養育機関，あるい

はアフターケアに取り組む機関，そして社会的養

護経験者，IFCA が協働しながら，地域の実情に

応じたサポートの在り方を議論し，社会実装を目

指す計画である。
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Abstract

 This paper presents an activity report of the study group examining support for enrollment and 

schooling of children and youth experiencing alternative care in Hokkaido. In addition to the Stakeholder 

Meeting (SHM) attended by supporters involved in leaving-care and after-care, the Core Team Meeting 

(CTM) was held with key institutional supporters and children and youth experiencing alternative care, 

focusing on the social implementation of support measures. At these two sessions, reports were presented 

on the current status and challenges related to support for enrollment and schooling for children and 

youth experiencing alternative care in Hokkaido. Furthermore, Dr. Salazar, the developer of the Fostering 

Higher Education initiative, provided insights into its ongoing implementation in the United States. This 

paper presents the findings from the SHM and the discussions held at the CTM.

Key Words：Alternative Care, Higher Education, Support for Enrollment and Schooling, Hokkaido, 

Fostering Higher Education


